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（公 印 省 略） 

 

 

運営管理指導要綱の改正について 

 

 

医療法人の資産については、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第４１条の規定

により、医療法人は、その業務を行うに必要な資産を有しなければならないこととさ

れ、医療法人の資産管理の留意事項については、「病院又は老人保健施設等を開設す

る医療法人の運営管理指導要綱の制定について」（平成２年３月１日付健政発第１１

０号厚生省健康政策局長通知。以下「通知」という。）により示されているところで

ある。 

今般、「日本再興戦略」改訂２０１４（平成２６年６月２４日閣議決定）等を踏ま

え、医療法人の遊休資産の活用に関して通知の一部を別添のとおり改正することとし

たので、御了知の上、適正な運用に努められたい。 

また、医療法人が遊休資産を賃貸することなどにより収益を得た場合には、「医療

法人における事業報告書等の様式について」(平成１９年３月３０日付医政指発第０

３３０００３号厚生労働省医政局指導課長通知)に定める損益計算書において事業外

収益として計上することとなるが、当該科目に収益の計上がある場合には、遊休資産

の賃貸その他による収益であることに留意し、適宜確認し、必要に応じ指導するよう

お願いしたい。 



（別添） 

○「病院又は老人保健施設等を開設する医療法人の運営管理指導要綱の制定について」（平成２年３月１日健政発第１１０号）の一部改正 

                    （下線の部分は改正部分） 

改     正     後 改     正     前 

項   目 運営管理指導要綱 備       考 項   目 運営管理指導要綱 備       考 

Ⅰ～Ⅱ（略） 

Ⅲ 管理 

１（略） 

 

２ 資産管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

１～６ (略) 

 

７ 土地、建物等を賃貸借してい

る場合は適正な契約がなされて

いること。 

 

８ 現在、使用していない土地・

建物等については、長期的な観

点から医療法人の業務の用に使

用する可能性のない資産は、例

えば売却するなど、適正に管理

又は整理することを原則とす

る。 

その上で、長期的な観点から

医療法人の業務の用に使用する

可能性のある資産、又は土地の

区画若しくは建物の構造上処分

することが困難な資産について

は、その限りにおいて、遊休資

産の管理手段として事業として

行われていないと判断される程

度において賃貸しても差し支え

ないこと。 

ただし、当該賃貸が医療法人

の社会的信用を傷つけるおそれ

がないこと、また、当該賃貸を

行うことにより、当該医療法人

が開設する病院等の業務の円滑

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・長期的な観点から医療法人の業務

の用に使用する可能性のある資産

とは、例えば、病院等の建て替え

用地であることなどが考えられる

こと。 

・土地を賃貸する場合に、賃貸契約

が終了した際は、原則、更地で返

却されることを前提とすること。 

・新たな資産の取得は医療法人の業

務の用に使用することを目的とし

たものであり、遊休資産としてこ

れを賃貸することは認められない

こと。 

・事業として行われていないと判断

される程度とは、賃貸による収入

Ⅰ～Ⅱ（略） 

Ⅲ 管理 

１（略） 

 

２ 資産管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１～６ (略) 

 

７ 土地、建物等を賃貸借してい

る場合は適正な契約がなされて

いること。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 



 

 

 

 

 

 

 

３～５（略） 

Ⅳ （略） 

 

な遂行を妨げるおそれがないこ

と。 

 

 

 

 

９ (略) 

の状況や貸付資産の管理の状況な

どを勘案して判断するものである

こと。 

・遊休資産の賃貸による収入は損益

計算書においては、事業外収益と

して計上するものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

３～５（略） 

Ⅳ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ (略) 
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